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明治前期の地域人 口動態 と人 口移動

高 橋 眞

明 治期,特 にその 前期 の地域 人 口変動 は,い くつか の重要 な問題 を持 つ に もかか

わ らず,人 口統 計の 不備等 に よって,従 来,分 析 が十分 に行 われ て こなか った。 本

稿 は,明 治 前期 の不 完全 な統計 の性 格 を明 らか に して,筆 者 の明 治以 降の全 国人 口

推計 を援 用 して,府 県 別 の出生 率,死 亡 率,自 然増 加率,人 口純 移 動率 を新 た に推

計 した。 その結果 い くつ かの新 しい知見 が得 られ た。 明治前期 は,江 戸 時代 の人 ロ

パ ター ンか ら1920年 代 あ るい は第二 次大戦 まで続 く人 ロパ ター ンへ の変革 期 で あっ

た といえ る。地 域別 にみ る と,自 然増 加 率の いわ ゆ る西 高東低 が消失 し,東 高西低

へ と変化 した。 この変化 の基礎 とな った の は,出 生 率の 中部 日本高 ・周 辺部低 か ら

東高 西低 への 変化,死 亡率 の西 高東低 か ら東高 西低へ の変 化 であ った。 また,純 移

動率 につ い ては,北 海道 等 の開拓 地域 お よび東 京,大 阪等 への大 都市 地域 へ の人 口

流入 の増 大のパ ター ンが明確 にな った。

キー ワー ド 明治前 期,地 域 人 口,人 口動 態率,人 口純 移動 率

1は じ め に

江戸時代の人口分析 には宗門改帳や幕府人口調査が大 きな役割を果た し,そ して大正期以

降は正確 な国勢調査がやはり人口分析 に重要な役割を果た してきた。これ らの間に挟 まれる

明治期には,本 籍人口や現住人 口のような人口統計があるにもかかわ らず,信 頼性 に問題が

あ り,そ れ らを利用 した分析は決 して多 くない。そのために,こ の時期の人 口静態,人 口動

態,特 にそれ らの地域的変動 と人 口移動の変化 はほとん ど明らかになっていない。

一方,こ の時期の人口,特 にその地域人 口は大 きな変革期を迎えていたと考えられている。

江戸時代末からの人口増加は出生率増大によるといわれているが,そ の地域的変動は どの よ

うな ものであったのか。出生率の地域差 との関連で,自 然増加のいわゆる西高東低か ら東高

西低 はいつ頃変化 したのか。また同様 に,死 亡率,人 口移動率の地域パター ンとその変動は

どうであったのか。これらの重要な問題 は,明 治期の,特 にその前期の地域人 口変動があき

らかになって初めて解決 されるものばか りである。

以上のような重要性 と問題点のある明治期の地域人口の変動を解明 していくために,本 稿

では,ま ず,明 治期の不完全であるといわれている本籍人口および現住人口を利用 してこの
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時期の人口変動を扱った研究,そ して地域人口(お もに府県や都市人口)変 動を明らにした

研究について検討を加える。そこから導 き出された結果 を踏 まえて,こ の時期の不完全な人

口統計データの修正を試みる。具体的には,筆 者の明治以降の全国人口推計を援用 して,府

県別の出生率,死 亡率,自 然増加率,人 口純移動率 を新たに推計する。その結果からこの時

期の地域別出生率および死亡率の変動,そ れにほとんど明らかにされていない人 口移動の変

動パターンを明 らかにする。明治以降のうち,明 治後期一大正期に関しては,筆 者がすでに
1)

同様の分析 を試みているので,本 稿では特 に明治前期に関する分析を行 う。これらの結果か

ら,明 治期の出生率 ・死亡率などの人口動態 と人口移動の関連性について も言及する。

2明 治期人ロ統計 を利用 した分析の問題点

明治期の人口を扱った研究をみると,明 治期以降の出生率上昇 と経済変動の関連を扱った
2)

分析が,す でに大正初期には行われていた。その結論は,明 治以降の出生率上昇が経済発展

によるというものであった。この分析は,日 本の人口と経済の関係の先駆的分析 として評価

できるが,不 完全な人 口統計を考慮 した ものではなかった。

明治期の人口統計の もっとも大 きな問題点は,こ の時期の人口統計の中心的役割を果たす

本籍人口と現住人口の信頼性 にある。本籍人口は1872年 制定の戸籍の届出を基に作成 された

人口統計である。戸籍の届出遅れや届出漏れが当初から大 きかったためにこの統計の不備が
3)

早 くか ら指摘 されていた。そのために人 ロセンサス(国 勢調査)の 早期の実施が待たれてい

たが,結 局それは1920(大 正9)年 まで待たねばならなかった。それ以前の人口にっいては,

本籍人口を編纂 した内閣統計局が,1930(昭 和5)年 に,1872(明 治5)年 本籍人 口と1920

(大正9)年 国勢調査人 口を利用 してその間の就籍や出入国数を加除 して現在人 口の推計 を
4)5)

行った。本格的に本籍人口の問題点を明らかにしたのは森田であろう。彼 は本籍人口の届出

遅れ等の問題点 を指摘 し,す でに第二次大戦前において,男 子人口のみであるが,生 残率を

利用 した逆進法による明治以降の推計人口を初めて発表 した。

第二次大戦後,統 計局推計を修正する試みが行われ,統 計局と同系列の方法で新 しい推計
6)

が出された。一方,1920年 に行われた最初の国勢調査人 口と推計 によって導き出された生命
7)

表生残率を利用 して,逆 進法による人口が推計された。 さらに筆者による両者の方法を取 り
8)

入れた新 しい推計 も行われた。

一方,現 住人口には本籍人口以上 に多 くの問題がある。現住人口は本籍人口に寄留人口を

加えたものである。寄留人口は本籍地以外に90日 以上居住す る場合に届出をした人口で,本

籍地を出るときに届出をした人 口は出寄留人口で,移 住先で届出をした人 口は入寄留人口で
9)

ある。すなわち,基 本的には,現 住人口=本 籍人口+入 寄留人 ロー出寄留人 口,と なる。内

閣統計局による府県別現住人口(甲 種現住人 口)は,1872(明 治5)年 以降1918(大 正7)
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甲まで,中 間の欠如年があるものの,50年 近 くの年次について得られる。これについての分

舜は数少ないがみ られる。斎藤は寄留人口の利用可能性を検討 し,限 定付 きであるがその利
10)

月が 可 能 で あ る こ と を示 した。

現 住 人tlの 最 大 の 問題 点 は,本 来 入 寄 留 人 口 と出 寄 留 人rtは 全 国 計 で は 一 致 す るべ き もの

ぐあ る が,現 実 に は 入 寄 留 人 口が 出 寄 留 人 口 に比 べ て 過 大 で あ っ た こ とで あ る。 そ の た め に

見住 人 口 は 実 際 の 人 口 よ りも過 大 に な っ た 。 市町 村 は よ り正確 な人 口 数 を得 るた め に た び た

メ寄 留 整 理 を 行 い,そ の 結果 現 住 人rlが み か け上 の 減 少 を示 す こ とに な っ た 。 そ れ で も現 住

Nt]の 過 大 傾 向 は 否 め な か っ た。実 際,1920年 国 勢 調査 人[と 現 住 人 口 の差 をみ る と(図1),
11)

もちろん両者は人口としての性格が多少異なるが,こ の時期 どちらも正確であるとすれば両

齢はそれほど大きな差がなかったと考えちれる。 しか し実際には,男 女別にも府倶別 にも両

旨の差が大きく,一 般 に現住人口の過大傾向が読み取れる。

甲種現住人口が過大の入寄留 と過小の出寄留の問題があるため,内 閣統計局はその問題 を

多正した乙種現住人口を推計 した。修正の方法は,全 国の過大な入寄留と過小な出寄留の差,

フまり 「誤差」を,各 府県の同様の差に応 じて案分比例するというものである。乙種現住人
12)

コは,内 閣統計局 自身が認めているように,暫 定的な修正結果である。

地域現住人口の独 自の修正や推計を踏 まえた分析は全国分析 と異なってその数はさらに少

まくなる。それで も,修 正や推計を試みた分析がいくつかみられる。例えば,伊 藤は増加率
13)

>S相対的に正確であることに着 目して独 自の地域人ロ移動推計を行った。高僑は様 々な人ロ

図1府 県別男女別国勢調査人口100に 対する現住人口:1920(大 正9)年

注)福 井,大 阪,熊 本,お よび沖縄の現住人ロは府県統計書で得 られなかった。

資料)内 閣統計局 『大正9年 国勢調査報告j;大 正9年 各府県統計書。
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統計利用とその推計から,地 域別出生率と死亡率を導 き出 し,明 治期から大正期 にかけての
14)

人 口転換との関連でそれら変動の地域パターンを明 らかに した。鈴木は,東 海地方という限

定があ りながらも,人 口増加率 ・人口移動率を現住人口の問題点を独自の方法で修正 して明
15}

らかに した。 しかしながら,明 治前期,特 に明治10年 代前半からの分析は,現 住人口以外の

統計を利用 した分析 も含めて,い まだほとんど行われていない。わずかに,伊 藤の1880年 以
　の

降の都市の人口動態推計 とその歴史人 口学的分析,速 水による明治19年 の本籍人 口を利用 し
17)

た地域別分析 を見いだす ことがで きる。以上の先行研究を踏 まえて,次 に,明 治前一中期の

人口動態率 と人口移動率の推計 を行 う。

3人 ロ動態と人ロ移動の推計

3.1本 籍人口動態の利用

ある地域の人口増加は自然増加(出 生一死亡)と 人口純移動(流 入一流出)と の和である。

地域人口の 自然増加および人 口移動は,そ の性格上原則 として本籍人口ではなく現住人口か

ら求める必要がある。自然増加 を構成する現住人口の出生 と死亡については,人 ロ動態統計

が始 まる1899(明 治32)年 までえられない。そこで考 えられるのが現住人口の人 口動態の代

わ りに本籍人口のそれを利用することである。実際,東 京や大阪などの大都市等の人 口移動

の激 しい地域を除いて,現 住人 口の中で本籍人 口の割合がほとん ど9割 以上を占めるため,

本籍人ロの出生率 ・死亡率を利用 しても現住人 口の出生率 ・死亡率 とそれほど大 きな差は生

じないと考えられる。例 として1903(明 治36)年 の本籍人口と乙種現住人口の各出生率 ・死

亡率 を比較すると(図2),移 動率の高い東京,大 阪等の府県を除いて,そ れほど大 きな差は
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みられない。移動の多い府県 についても,修 正された現住人口であって も実際人 口より過大
18)

傾向があったことと出生 ・死亡の現在地届出を考慮すれば,.本 籍人 口と現住人口各人 口動態

率の差はより縮小すると考えられる。 したがってここでは,現 住人 口動態率の代わりに本籍
19)

人 口動態率を利用することにした。

次に,本 籍人 口の出生 ・死亡,乙 種現住人口のそれぞれの問題点 と修正について明 らかに

する。 まず,出 生 ・死亡について,1885(明 治18)年 の修正前の本籍府県別出生率 ・死亡率
20)

および届出遅れ率をみることで(図3),そ れらの問題点を明 らかにする。出生率は,そ の後

の水準,例 えば図2と 比較すると,全 般的に低い水準にある。死亡率はコレラの流行にあた

っていた年で平常年 より高 くなっている。出生率については20%oに 近い,あ るいは下回る県

が西 日本を中心にみ られる。 とくに沖縄は約15%・で人口転換によって出生力がかなり低下 し

た水準 と同じ程度の出生率水準である。これは明らかに出生届出遅れや漏れがかな りあった

ことを示 している。実際,出 生届出遅れ数は当年出生届出数の約30%に もなっていた。この

ような傾向は他の出生率の低 い県でもほぼ同様に見 られ,中 には長崎県のように当年届出出

生数の半分を越 える届出遅れ数をもつ県 もある。一般的には出生率が20M前 後の府県は出生

届出遅れ率が高い傾向にある。死亡率の届 出遅れ率は出生率ほど高 くないが,や は り沖縄県

の死亡率は12%o台 で異常に低 く,明 らかな届出遅れや漏れがあったといえる。死亡率 につい

ても出生率 と同様 に,多 少の例外があるとはいえ,ほ ぼ著 しく低い死亡率 と高い死亡届出遅

れ率の関係がある。この ように,地 域によって異なる出生 ・死亡の届出遅れや漏れがあるこ

とがあきらかになったので,そ れ らを修正する試みを行 う。
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3.2出 生数の修正

基本的には,出 生数に関する主要な問題は,出 生の届出遅れ,出 生数の年次による不規則

な変動(出 生届出票を整理する過程での問題,例 えば原票 を同年時に整理せず,翌 年の届出

に加えて しまうことが考えられる),そ して出生か ら乳幼児死亡に至るまで届出のないまま終

わる永久的届出漏れ,で あると考えられる。これ らは,す べて地域差が大きいことが一つの

重要な特徴である。

第一の届出遅れについては,1886(明 治19)年 以降本籍人 口出生数について届出遅れ4年
21)

までのデータを得ることが出来る。 これらのデータを利用 して,さ らにそれ以前の届出遅れ
22)

データのない年次については,府 県別の届出遅れ数 を推計 して出生届出遅れ率(出 生届出遅

れ数/当 年届出出生数)を 求めた。全国の届出遅れ率の推移 を見 ると(図4),届 出遅れは1883

(明治16)年 に最 も多 く,1888(明 治21)年 以降は全体的に届出遅れが少なくなる。その後

再び届出遅れは上昇 し,1898(明 治31)年 までその傾向が続 く。 しか しその後再び届出遅れ

数は低下 し,同 時に以前に分析 した結果 によると,奇 妙なことに翌年届出数が最 も多 くなる
23}

ことがな くなり,出 生の2年 後,3年 後の届出数が最 も多 くなる。それは1909年 以降な くな

り,通 常みられる次年度届出がそれ以降の年次届出よりも多 くなるという傾向になる。 ここ

からもわかるように届鼎擢れのデータも不宇全であることがわかる.

第二の問題については,府 県別 に出生数の年次別変化 をみると,年 次による出生数の大 き

な変動が,特 に明治20年 代半ば頃までかな りみられることから推測される。例えば,あ る年

に出生数が前年に比べて大 きく減 ると,翌 年 にはその数 を埋め合わせ るかのように出生数が
24)

増加する。これは届出の結果をまとめる業務が必ず しも完全ではなく,場 合によっては統計
25)

データ作成の遅延が生 じてそれが翌年以降のデータに加えられたと考えられる。
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第三の問題,永 久に届出がなされることのない同一人の出生届出漏れと乳幼児死亡届出漏

れについては,実 質的にかな り多かったと推測されるが,こ の補正は非常に困難である。

これ らの出生数の誤差 を生 じさせ る問題 を修正す る試みを次のように3段 階に分けて行 う。

第一 に,出 生届出遅れの補正(第 一次修正)を 行 う。前述のように1886(明 治19)年 以降本

籍人口出生数について当年以前4年 までの届出遅れの統計があるので,ま ず1885年 以降につ
26>

いて当年以降4年 間の届出遅れを修正する。4年 を越 える届出遅れは,拙 稿において計算 し
27)

た1899年 以降の人口動態統計 による届出遅れ年次の結果 を利用する。第二に,各 年次の出生

数の異常な推移の修正のために,第 一次修正後の各府県の出生率推移を見て,前 後の年の値

とおよそ10%以 上異なる場合 は問題 となる複数年次の値の平均値 をとる等の補正(第 二次修

正)を 行う。第三に,出 生から乳幼児死亡に至る届出漏れを補正するために,筆 者によって
28)

なされた全国推計出生数 と第二次修正全国出生数の差 を利用 し,出 生率の低い府県ほど届 出
29)

漏れが多いと仮定 した修正(第 三次修正)を 行う。

3.3死 亡数の修正

死亡統計については,死 亡の届 出義務が罰則を伴 うために一般的に出生に比べて正確であ

るといわれている。 しか し,明 治期の府県別の死亡率の変化をよく見 ると,や はり明らかに
30)

異常な水準や変化があることがわかる。ただ,コ レラや天然痘等の流行病が地域差を伴いな

がら周期的にあったために,出 生ほど明確 にみることはできない。死亡数の誤差を生 じさせ

る要因 として,出 生 と同 じように,届 出遅れ,届 出死亡票整理の過程での問題,そ れに出生

から乳幼児死亡に至る届出漏れ,が 考えられる。死亡については,届 出遅れはそれほど大 き

な比重を占めていないと考えられるが,む しろ,死 亡統計を作成する過程での問題 と出生の

事実が発生 してもそれが届けられないまま死亡に至る届出漏れの比重が相対的に大 きいと考

えられる。そして,こ れ ら両者の問題はほとんど今まで問題にされてこなかったし,ま た修

正する手がか りがほ とん どない困難な問題で もある。

死亡数の修正は基本的には出生数 と同様 に3段 階に分けて行 う。第一の届 出遅れの修正 に

ついて,死 亡に関 しては当年以前の年次別届出遅れの数字が1899(明 治32)年 まで届出遅れ
　

年次一括であるため,1899年 以降の当年以前の年次別届出遅れの比率 を利用 した。第二の府

県別の異常値修正 について,前 後の数値から明らかに異常と思われる死亡数について前後の

平均値 を採った。第三の届出漏れの修正については,や は り出生数修正の方法 と同様に筆者
32}

の全国推計死亡数と全国本籍死亡数の差 を利用 して求めた。

3.4本 籍人口の修正

本籍人口の修正は最大の難問である。なぜならその中に出生届出遅れ ・漏れ,死 亡届出遅
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れ ・漏れに加えて就籍遅れ ・漏れがあるからである。そこで,す でに上記の修正 した出生数

と死亡数の修正分を加除して得られた第一次修正本籍人 口を計算 した。就籍 自体はそれほど

多 くないので,今 回は修正の対象とはしなかった。そこで第一次修正の府県人口の合計値で

ある全国人 口と筆者推計の全国人口の差を府県別に案分 した第二次修正を行 った。

3.5現 住人口の修正

前述のように問題のある現住人口を修正する試みは早 くから指摘 されていたが,以 下その

修正の試みをみ る。内閣統計局による乙種現住人 口の推計の問題点は,ま ず,入 寄留および

出寄留の両方の届を出 していない人口の修正は行われていない。また,こ の人口はある年の

寄留整理によって生 じた人口減少をそれ以前の年次にわたって修正はしていない。 したがっ

て乙種現住人口も利用するために何 らかの修正を必要 とする。
33)

次に,伊 藤が明治から大正期の人 口移動 をみるために現住人 口の推計 を行った。伊藤は推

計の基本として,あ る地域の実数の寄留人口を利用せず,比 較的安定的な,あ る地域からの

入寄留人口の全国総数に対する割合を利用する。 また,都 市人 口について も寄留整理前後の

人口増加率を求めて推計 を行っている。ただ,伊 藤の場合 も入寄留 ・出寄留に現れない人口
34)

の補正 を考 えていない。最近の現住人口推計 として,鈴 木による修正がある。鈴木は,寄 留

整理による人口変化の不連続を修正するために,伊 藤 と同 じように実数ではなく,増 加率に

着 目して補正を行 っている。具体的には,寄 留整理が行われなかったとした場合の人口増加

率 とそれか ら求められる入寄留超過数と整理後の入 り寄留超過数の比が変わらないとして各

年の人 口を修正する。この推計は,寄 留整理による人口の断絶の連続化には寄与するが,や

はり,現 住人 口の入寄留過大 ・出寄留過小の問題 と届 出無 しの人口の補正の問題には触れて

いない。

このように今のところいずれの方法 も一長一短ある。特に寄留届 をしていない人口を推計

す る手がか りはこれらか らは得 られない。一つの方法 は1908(明 治41)年 に東京などのいく
35)

つかの都市や佐渡で行われた国勢調査に近い方法で行われた市勢調査人口統計 を利用 して推

計す ることであるが,こ れは今後の課題である。 ここでは,問 題があるものの,従 来か らよ

く利用 されてお り,1883(明 治16年)か ら得 られる乙種現住人口を利用 し,そ れを修正する。

修正方法は2段 階あり,第1段 階では,明 らかな寄留整理によって減少 した年次の人 口から

最初の乙種現住人口である1883年 人口を差 し引いた人 口増加数を利用 して,各 年の人 口増加

数を案分修正 した。さらに第2段 階では,筆 者の全国人 口と現住人口全国人口を筆者推計人

口に等 しくす るように各府県人口を案分修正 した。
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4推 計結果の分析

4.1本 籍人 口修正出生率

1880年 代初め(明 治10年 代中頃)の 府県別出生率をみると(図5),中 央El本 から東北 日本

にかけて高出生率の府県がみ られ,近 畿以西の西臼本では相対的に低出生率であった。この

時期には,か つて少な くとも江戸時代後期 まではみられたといわれる中央 日本の高出生率,

東北 日本の低出生率のパターンが変わ りつつあったといえる。さらに,1890年 代後半(明 治

20年代後半)に かけて(図6お よび7),中 央 日本の出生率が相対的に低下 し,東 北 ・北海

道 とともに九州南部等の日本の周辺部地域の出生率が相対的に高水準 というパター ンに変化

してきた。20世 紀 にな り,こ の地域パターンに東京や大坂などの大都市を持つ府県の低出生

率化が加わることになる。この新 しいパ ターンは,こ れ以降第二次大戦後出生率が低下 した

時期 までみ られる,長 期にわたる日本の出生率の地域パターンであった。

図5府 県 別本籍 人 口修 正 禺生 率:1879-83年

400km
一

図6府 県 別本籍 人 口修 正 轟生率1884-88年

400km
一
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図7府 県別 本籍 人 口修 正 出生 率:1894-98年
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4,2本 籍人口修正死亡率

明治以降の死亡率は,数 年間隔のコレラ,赤 痢等の伝染病の流行による局地的な死亡率の

変動があり,地 域パター ンを見いだすことがかならず しも容易ではない。その中で明確に見

図8府 県別 本籍 人 口修 正死 亡率1879-83年
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図9府 県 別本籍 人 口修正 死 亡率:1884-88年
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図10府 県 溺 本籍 人 口修 正死 亡率:1894-98年

400km
一

いだせるのは,一 般に農村地域 より都市地域の死亡率が高かったことである。特に東京,大 阪

等の大都市を持つ地域が もっとも高い死亡率を維持 していた。大都市の場合,流 行病の少な

い平常期で も,農 村 より人口密度が高 く,こ の時期は衛生状態があまりよくなかったために

死亡率が高かったが,コ レラ,天 然痘,腸 チフス等の伝染病の流行時は死亡率が40960に達する

場合 もあった。農村地域に比べて大都市地域のより高水準の死亡率は1920年 頃まで続いた。

一方大都市地域以外では,明 治初期西日本で相対的に高かったが,そ の後次第に東日本の

死亡率が相対的に高 くなった。1890年 代 には北陸 と東北 日本の死亡率が西 日本 よりも高 くな

った。いわば,死 亡率の西高東低から北陸を含めた東高西低へと変化 してきた。このパター

ンは1920年 代まで続き,さ らに1950年 代前半までに,大 都市地域の死亡率の相対的低水準 と

東北 ・北陸,そ して九州の高水準のパターンに変化 してい く。

4.3本 籍人口自然増加率

明治以前においては,自 然増加率は中央 日本が高 く,周 辺部が低いパターンであったと考

図ユヱ 府娯 厚ぜφ修正 自然増 力π率:ユ879-83年

400km
一
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■
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えられる。 しか し1880年 代(明 治10年 代後半)に は(図12),中 央 日本だけでなく,東 北 日本

の出生率の相対的高水準への変化によって東北 日本の自然増加率が高 くなってきた。そして

その後は東山地域を除いた中央 日本が低 く,九 州を中心 とした西 日本周辺部および東北 日本

が 高 くな るパ タ ー ンへ と変 化 した(図13～ 図14)。

4.4現 住人口純移動率

本稿では,前 述のように,現 住人口純移動率=現 住人 口増加率一本籍人 口自然増加率(出

生率一死亡率),に よって府県別の純移動率を求めた。明治前期,1880年 代後半においては(図

12),北 海道への開拓移動が非常に大きかったことがまず目を引 く。さらに東京や大阪などの

大都市への人口移動 もこの時期から著 しかった。それと並んで,養 蚕,生 糸生産の中心であ

った中央日本の諸県への人口流入超過がみ られた。 また,福 岡,長 崎,沖 縄のような九州地

方の人口流入 もあった。人口流出超過の地域は総 じてこの時期はまだそれほど大 きな流出超

過を示 していなかった。その後1890年 代初め(明 治20年 代前半)に かけて(図13),移 動パタ

ーンはほとんど変わ らないものの
,全 般的に流入超過 ・流出超過 ともむ しろ減少 した。 これ

は,松 方デフレから日本の産業革命の直前の経済の状況を示 したものであろう。

1890年 代以降(図14),東 京,大 阪などの都市地域,北 海道,九 州北部への流入超過パ ター

ンが明確 になった。また,流 出超過は1890年 代前後か ら顕著になり,大 都市地域から遠 く離

れた諸県よりむ しろ大都市周辺県の流出超過が大となった。 これ らの傾向は,そ の後 も続き,

基本的に第二次大戦前までみ られたパターンであった。
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図13府 県別修正自然増加率 ・純移動率;1889-92年

5結 論

明治前期の地域人口変動は,江 戸後期 と明治後期 ・大正期に挟 まれた時期の変動で,い く

つかの重要な問題 を持つにもかかわらず,統 計の不備等によって,従 来,分 析が十分 に行わ
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れこなかった。本稿では,明 治前期の不完全な統計の性格を明らかにして,筆 者の明治以降

の全国人 口推計 を援用 して,府 県別の出生数,死 亡数,本 籍人口,そ して現住人口を新たに

推計 して,自 然増加率(出 生率一死亡率)と 人口純移動率を求めた。推計の方法 は,届 け出

遅れの修正,不 規則変動の修正,そ して届け出漏れの3つ の修正 を基本 としている。

その結果いくつかの新 しい知見が得 られた。明治前期は,江 戸時代後期の人ロパターンか

ら第二次大戦まで続 く人ロパターンへの変革期であった。出生率 についてはかつてみ られた

とされる西お よび中央 日本高一 東北日本低から東北 ・中央 日本高一 西 日本低に変化 して

いた。このような地域パターンの変化 にもっとも大 きな影響を与えているのは,少 な くとも

明治前に開始 された東北 日本の出生率上昇であろう。

死亡率は明治前期の間に都市 ・西 日本高一 東北 日本低か ら都市 ・北陸 ・東北 日本高一

西日本低 というパ ター ンになった。明治前期東北 日本の死亡率が当初低かった理由は明確で

はないが,伝 染病の流行が多 くなかったことが考えられる。その後の北陸を含めた相対的な

死亡率の高水準は,第 二次大戦後までみられるもので,ま だ生産力の低かった米作単作地域

の農村経済を反映 した もの とも考えられる。

出生率 ・死亡率変化の総合 としての 自然増加率はかつてみられたと考えられる西高東低が

消失 し,東 北 日本 ・九州 という日本の周辺部の高水準へ変化 した。今 までほとんど不明であ

った純移動率については,当 時の日本経済の性格 を反映 して,1890年 代以降,東 京,大 阪等

の大都市,北 海道,福 岡,長 崎等の開拓や新奥鉱 ・工業地域,そ して養蚕 ・生糸の生産地域

への人 口流入が顕著で,当 時は現在のような東京都市圏 と太平洋ベル ト地帯への人口流入の

萌芽がみられるとはいえ,流 入地域の性格は多様であった。一方それ らの流入を支える人 口

流出地域は,主 に都市周辺部の諸県であった。 自然増加率と純移動率 とは明治前期 において

かならず しも単純な関連がみられなかった。

今回の推計は仮定や方法の違いによって値の結果が異なってくるが,大 筋のパターンは変

化 しないと考 えられる。 しか しより正確な値 を出すために,出 生率 ・死亡率の届出漏れ修正

の仮定のより厳密な検討,乙 種の推計現住人口の持つ問題点のより堀 り下げた分析が必要で

ある。これ らは今後の検討課題である。
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4)内 閣 統 計 局,1930年 。
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26)高 橋,2003年,32-37頁 。

27)注22参 照 。

28)高 橋,1991年 。

29)第 二 次修正 後 の 出生 率 が40臨 を上 限 に して,そ の値 と各府 県の 第二次修 正値 との 差 につ いて全

国 の筆 者推副値 と第 二次修 正値 との差 を案分 比 例 して修 正 した。 出生率40%以 上 の 府県 につ い て

は,届 出漏 れが な い と仮 定 した。
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30)例 えば,沖 縄 渠 では,コ レラが流行 した1890(明 治23)年 の死亡 数 は3,676,翌 年 の死亡 数 は5,140,

さ らに2年 後 の コ レラが流 行 した1894年 の死 亡数 は10,280と な り,明 らか に不規則 な変 動 を示 し

てい る。

31)明 治後期 以 降の分析(高 橋,2003年)で は死亡 数の届 出遅 れ はわず かで あ ったため に修 正 は行

なわな かっ た。

32)死 亡率 の場合 も同様 に,オ リジナル の死 亡 率が低 い ほ ど届 出漏 れが 多い と仮 定 し,40%。 と第二

次修 正死 亡率 との差 を利用 して案分 比例 した。

33)伊 藤,1982年 。

34)鈴 木,2004年 。

35)東 京,京 都,神 戸,熊 本,札 幌等 の都 市お よび佐 渡郡 で行 われ た。
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